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平成21年４月30日 

 

 

 

横浜市長 中田 宏 様 

 

 

 

横浜市個人情報保護に関する第三者評価委員会 

委員長 森谷 冝暉 

 

 

 

 

 

 

 横浜市が行う個人情報取扱事務について、横浜市個人情報保護に関する第三者評価委員

会設置運営要綱第６条第２号の規定に基づき実地検査を行ったので、以下のとおり報告し

ます。 
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１ 実地検査の概要 

 

(1)  実地検査の対象 

   横浜市空き缶等及び吸い殻等の散乱の防止等に関する条例（ポイ捨て・喫煙禁

止条例）に基づく過料処分に関する事務（資源循環局） 

  （選定の理由） 

    平成20年度第２回個人情報取扱事務に関する実地検査については、 

    ・市職員（嘱託員を含む）による個人情報の漏えい事故が依然として多く見受け

られることから、市職員による個人情報の取扱状況を検査すること 

    ・行政罰に関わる個人情報の取扱状況について、制度所管課を対象とすること 

   とし、資源循環局減量･美化推進課が所管するポイ捨て・喫煙禁止条例に基づく過料

処分に関する事務を対象に、実地検査を実施することとした。 

 

(2)  検査日程 

   平成20年12月25日（木） 

 

(3)  検査の場所 

   資源循環局減量・美化推進課の事務室及び美化推進員事務室 

 

(4)  検査担当委員 

   森谷 冝暉（委員長） 

   高橋  良 

   半田  彰 

   藤森 立男 

   三上 雅之 

   渡邊 裕子 

 

(5)  検査の方法 

   資源循環局減量・美化推進課 

   美化推進員事務室において、書類の管理体制等についての説明を受けた後、書庫の

施錠管理などの保管状況を実地に検査したほか、随時ヒアリング等を行った。また、

資源循環局減量・美化推進課において、美化推進員の模擬指導により業務説明等を受

けた後、指導に伴い発生した書類等の保管状況やデータの取扱状況を実地に検査した

ほか、随時ヒアリング等を行った。 

 

(6)  検査の結果 

   今回の検査対象においては、個人情報取扱事務は概ね適正に行われていたが、一部

に改善を要するもの等が見受けられた。また、個人情報を保護する仕組みとして評価



 - 3 -

できるものもあった。 

   検査の結果に関する本委員会としての意見は、次ページ以降に記載しているが、実

地検査の対象ごとに、現状を改善する必要があると思われる事項を「改善を求めるも

の」、他の職場においても参考となり得る取組を「評価するもの」として意見を述べて

いる。評価意見でとりあげた取組については、業務の内容や職場環境等に合わせて応

用するなどして、積極的に活用されたい。また、本委員会独自の視点で個人情報保護

の推進に資すると思われる事項を「提案事項」として述べている。 

   なお、同要綱第７条では、市長は、本委員会の意見に対し必要な措置を講じ、その

結果を委員会に報告するものとされていることを申し添える。 
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２ 検査の結果 

 

  資源循環局減量・美化推進課 

 

 (1) 個人情報取扱事務の概況 

 

 美化推進員が地区内で過料処分を行った場合に発生する、告知・過料処分報告書や

領収書原符などは、カバンに入れ常時携行することとなるが、たすきがけをすること

により引ったくり等の盗難被害に備えている。また、遅番では夜７時までという勤務

時間の関係から、個人情報を含む書類については、翌日に業務所管課に引き継ぐまで

の間、美化推進員事務室内に一時保管されるが、それらは鍵付き書庫に施錠保管され、

その鍵も別の場所に保管されており、個人情報は適切に管理されている。 

 業務所管課である減量・美化推進課の事務室では、美化推進員から個人情報を含む

書類の引継ぎを受け、過料処分の事後処理や、現金の持ち合わせがないなどの理由に

より後日納付書で支払うとした者の収納確認や未納者の督促等も行っている。保管状

況については、書類は鍵付き書庫での施錠保管、入金状況等のデータは担当者のみが

分かるパスワードによりセキュリティを図り、それぞれ適切に管理されている。 

（個人情報を含む書類やデータの様式等については、巻末資料を参照） 

 

 

 (2) 意見（改善を求めるもの） 

 

  定例決裁簿の写しの保管 

 過料処分に関する書類は業務所管課内部で決裁処理が行われるが、決裁途中に問い

合わせ等があった場合に迅速に対応するためとして、定例決裁簿の写しが多量に保管

されている。索引的にも用いられているとのことであるが、決裁後には原本がまとめ

て保管されることから、少なくとも、原本の決裁終了後は適切に処分すべきである。 

 

 

 (3) 意見（評価するもの） 

 

 ア 個人情報の運搬方法 

 美化推進員が地区内で過料処分を行った場合に発生する、告知・過料処分報告書や

領収書原符などは、カバンに入れ常時携行することとなるが、たすきがけをすること

により引ったくり等の盗難被害に備えるなど、個人情報の漏えい防止策を講じている。 



 - 5 -

 イ デモンストレーション効果 

 違反者は過料処分を科されるに当たり、個人情報を収集されることとなるが、美化

推進員は４～５人のグループで目立つように巡回しており、喫煙禁止指導のデモンス

トレーション効果も期待できる。 

 ただし、この意見は、これからも４～５人のグループで目立つように巡回すること

を求めるものではなく、制度発足当初の過渡的な対応として評価するものであり、今

後、指定地区拡大等にあたっては、業務所管課で既に検討中の、さらに認識しやすい

服装への変更など、デモンストレーション効果の高い方策を費用対効果を考慮しつつ

講じていくことが望ましいと考える。 

 

 

 (4) 提案事項 

 

  通知書や領収書を受け取らない場合の対応 

 過料処分決定通知書や領収書には氏名等の個人情報が記載されている。指導や処分

に反感を抱く違反者が、それらの書類を受け取らない場合があるとのことであるが、

事後に「渡した」「もらってない」といったトラブルも想定される。 

 通常は、違反者に渡すべき通知書等は渡したものとみなされ、受取拒否は特異な事

例ではあるが、そのような状況で違反者本人に書類の受領確認を求めることも現実的

ではなく、交付済あるいは受取拒否の事実を客観的に証明することは実務上困難と思

われる。 

 しかしながら、個人情報が記載された書類の取扱いであり、事後のトラブル防止の

観点からも、何らかの予防的対策が必要と思われるので、例えば、美化推進員２人で

相互確認し、告知・過料処分報告書の特記事項欄にその旨を記録するなどの対応をマ

ニュアル化し、実践することを提案する。 
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３ まとめ 

 

 平成19年に改正された横浜市空き缶等及び吸い殻等の散乱の防止等に関する条例（通

称「ポイ捨て・喫煙禁止条例（ハマルール）」）に基づき、平成20年１月から喫煙禁止地

区の指定及び違反者に対する過料処分が科されることとなった。今回、検査対象とした

ポイ捨て・喫煙禁止条例に基づく過料処分に関する事務は、これにより、新たに開始さ

れた事務である。 

 個人情報の取扱いを含む一連の事務については、事前に検討されたものであり、概ね

適正に取り扱われている。今回の実地検査においても、早急に改善を必要とする事例は

見受けられなかったが、例えば、未納者への督促状送付についていえば、送付する際に

窓開き封筒を利用すれば誤送付リスクを減らせるものと思われる。窓開き封筒の利用に

ついては、かねてから本委員会で意見を述べているところであり、事故防止策としては

有効であると考えるが、本件については、実際の督促状発送量や窓開き封筒にかかるコ

スト増なども比較考量し、中長期的には検討されることを期待する。 

 また、横浜市としては、地区内での喫煙をやめてもらうことが主たる目的とのことで

あり、ホームページやチラシ等による制度周知や啓発は図られているが、実際に喫煙禁

止地区内を歩いてみると、当該地区内であることを示す看板は周囲の景観に溶け込んで

目立たないものであり、路面に設置された禁煙マークも、汎用的に使用されているピク

トグラム（絵文字）のみであり、過料が科されることまでは表示されていない。 

 横浜市では、広告事業にも積極的に取り組まれているが、一般に、広告は周囲の景観

から目立つことで効果が発揮されるものである。地区内に入ることが個人情報の収集を

伴う不利益処分を受ける可能性を生じさせる契機になることから考えれば、当該地区内

であることを示す表示は、一般的な広告以上に高い視認性が求められて当然である。行

政として何を知らせるべきかを再考され、適切に対応されることが望まれる。 

 始まってから日が浅い業務であり、実務を進める中で、本報告書で取り上げたこと以

外の問題点も発見されると思われるので、適宜改善され、引き続き個人情報の適正な管

理に努められたい。 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資     料 

 

 

 

 

 

 



(1) 周知用ちらし 

（表） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（注）内容は検査日現在

 - 9 -



 
（裏） （注）内容は検査日現在
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(2) 路面表示の状況 

（過料表示のないもの） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（資源循環局ホームページから転載） 
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(3) 関係様式 

（注）様式は検査日現在（告知・弁明書） 
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（注）様式は検査日現在（裏面） 
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（過料処分決定通知書） （注）様式は検査日現在
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（注）様式は検査日現在（告知・過料処分報告書） 
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（注）様式は検査日現在（領収書） 
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（注）様式は検査日現在（納付書） 

 - 17 -



(4) 過料個人別整理簿作成の流れ 

（個人別整理簿データ） 
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横浜市個人情報保護に関する第三者評価委員会設置運営要綱 

 

 

制定 平成17年９月29日 

改正 平成18年３月31日 

 

 （設置） 

第１条 横浜市が保有する個人情報の取扱い等について検査・評価することにより、個人

情報の適正な取扱いを確保し、個人情報保護の推進に資するため、横浜市個人情報保護

に関する第三者評価委員会（以下「委員会」という。）を設置する。 

 

 （委員会） 

第２条 委員会の委員は、地方自治並びに情報管理及び個人情報の保護に関し学識経験又

は実務経験を有する者のうちから、市長が任命する。 

２ 委員会は、委員６人以内をもって組織する。 

３ 委員会の委員は、地方公務員法第３条第３項第２号に規定する非常勤特別職職員とす

る。 

 

 （任期） 

第３条 委員の任期は２年以内とし、補欠の委員の任期は前任者の残任期間とする。ただ

し、再任を妨げない。 

 

 （委員長） 

第４条 委員会に委員長を置き、委員の互選によりこれを定める。 

２ 委員長は、委員会を代表し、会務を総理する。 

３ 委員長に事故があるとき、又は委員長が欠けたときは、あらかじめ委員長が指名する

委員が、その職務を代理する。 

 

 （会議） 

第５条 委員会の会議は、委員長が招集する。 

２ 委員会の会議は、委員の過半数の出席がなければ開くことができない。  

３ 委員会の会議の議事は、出席委員の過半数をもって決し、可否同数のときは、委員長

の決するところによる。 

 

 （委員会の業務） 

第６条 委員会は、第１条の目的を達するため、次の業務を行う。 

 (1) 検査基準の策定 

 (2) 実施機関（横浜市個人情報の保護に関する条例第２条に規定する実施機関をいう。

以下同じ。）が行う個人情報取扱事務に関する定期の実地検査 

 (3) 実施機関が個人情報を不適切に取り扱っているとき、又はそのおそれがあるときの
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随時の実地検査 

 (4) その他実施機関における個人情報の適正な取扱いの推進に資するため、委員会が必

要と認める業務 

 

 （意見及び措置） 

第７条 委員会は、前条第２号及び第３号の実地検査の結果について、市長に意見を述べ

ることができる。 

２ 市長は、前項の意見に対し必要な措置を講ずるものとする。 

３ 市長は、前項の措置結果を委員会に報告するものとする。 

４ 市長は、市長以外の実施機関にかかわる第１項の意見について当該実施機関に伝え、

第２項の措置を当該実施機関に行わせ、及び第３項の報告を当該実施機関から受け委員

会に報告するものとする 

５ 委員会は、第１項、第３項及び第４項の意見及び措置結果について、横浜市個人情報

保護審議会に報告するものとする。 

 

 （秘密を守る義務） 

第８条 委員は、職務上知ることができた秘密を漏らしてはならない。その職を退いた後

も、同様とする。 

 

 （事務局） 

第９条 委員会の事務局は、市民活力推進局総務部市民情報室に置く。 

 

 （委任） 

第10条 この要綱に定めのない事項については、委員長が別に定める。 

 

 

  附 則 

 （施行期日） 

 この要綱は、平成17年10月１日から施行する。 

 

 （施行期日） 

 この要綱は、平成18年４月１日から施行する。 
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横浜市個人情報保護に関する第三者評価委員会 委員名簿 

 
 

（委員は50音順）  

職 氏 名 職歴・専門分野等 

委員長 

※  

森谷
も り や

 冝暉
よ し てる

産業能率大学名誉教授（経営情報論）  

委 員 
委員長 

横浜弁護士会会員（情報問題対策委員会委員長）  
職務代理者 

高橋
た か はし

 良
りょう

高橋良法律事務所  

委 員 半田
は ん だ

 彰
あきら 株式会社横浜銀行  

コンプライアンス統括部顧客情報管理室長  

委 員 

※  
横浜国立大学大学院  

藤森
ふ じ もり

 立男
た つ お

国際社会科学研究科教授（産業心理学）  

委 員 三上
み か み

 雅之
ま さ ゆき

元東京都監査事務局次長（特別監査室長）  

委 員 渡邊
わ た なべ

 裕子
ゆ う こ

駿河台大学経済学部准教授（障害福祉論）  

※横浜市個人情報保護審議会委員との兼任  
平成20年５月21日現在 

 

 - 21 -


	hyokahoukoku20-2.pdf
	００表紙（確定稿）.pdf
	０１目次（確定稿）.pdf
	０２前文（確定稿）.pdf
	０３各論（確定稿）.pdf
	０４まとめ（確定稿）.pdf
	０５-０資料編（確定稿）.pdf
	０５-１周知用ちらし（確定稿）.pdf
	０５-２路面表示の状況（確定稿）.pdf
	０５-３関係様式（確定稿）.pdf
	０５-４過料の流れ（確定稿）.pdf
	０５-５設置運営要綱（確定稿）.pdf
	０５-６委員名簿200521現在（確定稿）.pdf




